
わが国における直接原価計算の利用実態、 (1)

一一一昭和34-49年の動向--

田 中嘉穂

I はじめR::--展開の意図

今日直接原価計算は，様々な側面でその有用性が広く承認されるようになっ

たといえよう。直接原価計算の利点の誇大な強調や部分的問題の正否を問う必

要性は次第に減少し，それとともにこれまでの論争の全体をふまえて，むしろ

総合的かっ大局的な評価が要請されているといえよう。これまでの直接原価計

算の発展を術tI放した総合的な現代史の確立とともに，それにもとづく直接原価

計算の現代的評価が待たれるところである。

ところでこのような総合的検討を正しく展開する一面として，単に概念的な

首尾一貫性や概念の体系といった側面からだけでなく，菌接原価計算の利用実

態の認識といったi面からも直接原価計算が現実にどのような実際的な効用を

もち，どのような現実的課題をかかえているのかを正しく把握しておくことが

必要であろう。さもないと，直接原価計算の議論が，とかく現実から遊離した

無用の議論となりかねないであろう。やはり折に触れてi直接原価計算の利用の

実態を確認するとともに，直接原価計算論争の前提となる問題認識を，正しく

現実認識の軌道の上にのせておくことが必要であろう。そのような実態認識の

上に立つてはじめて，効果的に現実的な措置を講ずることができるといえる。

実務と学界が遊離しがちなわが国の現状においては，なおさらそのような意識

的な皇子力が必要であろう。

幸いにも，これまで・直接原価計算の実態についていくつかの調査がなされて

いる。中でも企業経営協会による調査(以下，これを「調査一|と呼ぶ。)は，こ
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の穫の調査としては本格的なものであり，調査期間の長さ，標本数の多さ，調

査内容の豊富さなどで際立っている。実態を認識，評価するのにはまわめてす

ぐれた機会を提供してくれるものといえる。この調査結果の分析と評価は，す

でに部分的に附されているム 「調査」から得られる実態の意味を総合的か

っ具体的に分析，評価するのには，なおデータを十全に活用する必要があるの

ではないか。乙れほど豊富なデータが集計され亡いるのであれば，多面的なデ

ータの比較照合によって，一層具体的な実態認識が得られ，現実的な問題の所

在がより適確に指摘できるのではなかろうか。小論では，かかる「調査 j資料

をできる限り活用し，そこから具体的な直接原価計算の事実認識と問題認識と

を推論したいと考えた。

なおこの他にも，若1の実態調査がなされているので，それをも補足的に利

用し， できるだけ確かな認識を得るよラに努めたい。

II 調査方法およひ調査対象

「調査|は，企業経営協会原1rlli計算研究会(昭和30年8月に設置。)が，その

全会員会社(昭和41年当時で， 1，240社。〉と会員外の全国主要企業を対象にし

-c， 昭和34~49年の166'1乙間にわたり， ほほ俗年(昭和47，8年はLt断。〉継続し

てアンケート調査したものである。

調査項目は，原価計算の形態および方法，利用し℃いる計算機の種類，原価

管理の目的・組織・報告書・問題点， *~{準原イrllî計算の採否およびその方法白

(1) たとえば，潮崎俊爾， r第IV部調査編， ~ 2実態調査による実施状況の調査の分析.1，

金子佐一郎監修，企業経営協会編，w原価計算実務全議:'j，昭和41年， 874-977ページ，

安達和夫， r第 5~わが国企業における管理会計一ーそのー領域としての直接原価計算
の実態J，松本雅男編，r管理会計総論j，昭和46年， 224-~256 くージ。

(2) この「調査」の集計結果は，次の資料から得た。『経営実務』企業経営協会，第81号，

昭和34年12月;第89号，昭和35年9月;第102号，昭和36年10月;第110号，昭和37年

11月;第126号，昭和38年10月;第138号， 昭和39年10月;第149号， 昭和40年9月;

第161号，昭稿141年9月;第172号，昭和42年:10月;第184号，昭和43年11月;第195号

昭和44年11月;第206号， 昭和45年12月;第218号，昭和46年12月;第255号， 昭和50

{f 2月。調査資料の収集にあたっては企業経営協会事務局のご協力をいただいた。こ
こに記してお礼を申し上げたい。
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接原価計算の採否・目的・方法・問題点、など，原価計算の多様な側面にわたっ

ており，この他にも年度によっ亡その年度だけの特別項目が調査され℃いる。

特に直接原価計算だけを意識的に調査したものではないが，かえって他の原価

計算との比較において直接原価計算を総合的に評価するのには好都合・である。

回収した会社数は， 年度によって異なるが， 表-2のようにほぼ毎年300社

前後 (200-400fl)といったところである。なお，調査票の回収率は不明であ

るが，この標本数は，主要な会社の全体的趨勢を見るのには，ほほ信頼でまる

数であるといえよう。ただ，調査対象の範聞や標本抽出の方法は必ずしも明記

され℃おらず，このままでは調査結果が果たしてどのような対象の実態を反映

したものであるかが明確でなし、。そ乙で，調査結果を正しく評価するために，

われわれはまず調査会社の特色を予備的に調査することにしたい。

|調査」では，対象会社自体の性質を見るものとして各社の業種分類，総資

産，資本金，従業員数，事業所数が調査されている。そのような調査会社の特色

を判断するために，われわれは同じ期間中のほぼ全止場会社の実態と比較する

ことにした。上場会社の実態を知る主な資料としてここでは， 日本開発銀行設

備投資研究所， I経営指標ハシドブック.J(以下では，単に|ハンドプック」と

略称する。〉を用いたい。|司書ーは昭和43年以米毎年発行され，東京・大阪・名古

屋の 3大証券市場の 1部・ 2古r)市場におい℃上場される，金融・保険業を除く

全社のうち， 過去10年間以上継続して上場される会社を毎年金数収録してい

る。ちなみに，このような収録会社の概況を全上場会松との比較で示せば，表

-1のようになる。こ.れによると， 1975年度版の「ノ、ンドブックJで収録され

た全社 1，334社の状況は， 金上場会社の主たる状況をほぼ網羅しているといえ

よう。金融・保険業(約119祖〕が含まれない点は， われわれの原価計算に対

する関心という点からは，対象外においても実態認識に大きな歪みは生じない

であろう。 また 3大証券市場以外のローカノレな市場にのみ上場している会材

(3) 拙論で主として利用したものは， 次のものである。 日本開発銀行設備投資研究所
編， U975年度版経営指標ハンドブック(産業別編)~，昭和50年;同編， n978年度版経
営指標ハンドブック.J]，昭和53年。なお資料の入手にあたり，日本開発銀行高松支j苫企

画調査課のご援助をいただいた。ここに記してお礼を申し上げたい。
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表-1 上場会社の実態(昭和49年〉

上 場 会 社 |会社数(社)|構成比

(1) 全証券市場での金上場会社一 1，70到 100%1 

(2) 3大証券市場での全上場会記J 1 1，側 釘 .7/1

(3) 3大証券市場での金融・保険を除く金上場会社 1，5501 90.7グ

(4) (3)のうち過去10年間継続して上場した会祖 1，叫 78.1グ

(約40担)と上場後10年未満である相対的に若い会社 (216社〉が含まれてい

ないが，これらはよ場会社の中でも主流というよりは比絞的周辺部に位置する

ものといえよう。そこで以下では， J:記のような限定的な「実態 lであること

を銘記しながらも，rハンドブックjから上場会社の実態をうかがうことにした

い。このような実態と比較することによって企業経営協会の調査対象会社の特

徴がうかがえるであろう。

まず集計会社の業種別構成を見てみよう。 1-調査Jの業種分類は年度によっ

て浩司一違っているが，ほぼ表ー2のような分類にもとづいているといえよラ。

この業種分類には， 1975年度版「ハンドブック!と絞ベて，木材・木製品業な

どの若干の製造業 (46社)ならびに卸売・小売業，海運業，不動産業，サーヒ

ス業(ホテjレ・旅館， I決闘・興行・民間放送) の非製造業(169社)が入って

いないと思われる。これは，rハンドブック」の全収録会社の16.1%にあたる。

企業経営協会は，もともと原価計算を実施しにくいと思われる業種を，初めか

ら調査対象から除外したのではないかと推定される。意識的か無意識的か，そ

のいずれにしても，このよラな業穫が調査会社に入っていないことが指摘でき

る。以下では.r調査」数値と比較する場合に， rハンドブック」の実態数値か

ら上記の業穏を除い℃比較することにしたい。

(4) 新井喜太郎編，r昭和55年東証要覧J，東京証券取引所企画調査部，昭和]55年， 44ぺー

ジによると， 昭和54年の金上場会社は1，723:f.土であり，そのうち京都，広島，福岡，
新潟，札幌の各証券市場のいずれかに単独よ場している会社は40社である。会上場会
社のうち 3大証券市場に上場していない会社はこの数値とあまり違わないであろう。
そこで， 表中(2)の昭和 49年の推計イ院は， 金上場会社から 40:f.士を差引いたものであ
る。

(5) r調査jでは，1ハシドフーックJの業種分類のうち，r木材・木製品J5社，1その他製造
業J41社， 1卸売・小売業J108社， r海巡業J22t:土， r不動産業J9社，映画製作を除
く「サーヒeス業J30社が調査対象に含まれていないと推定した。
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「調査」における対象業種の業種別会祖数を年度別に集計すると表-2のよ

うになる。図--1はこれを図表化したものである。この業種別構成を実態と比

回:入「 川、ノメ;一一一~

剛一¥¥ i J "{ I i: ~バプA\d〆'-../

川 ¥、で7fLハジ/
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図-1 回収会社の業積別構成

表-3 ~長穏別会社構成の比較

メ入
日

i実態|調査
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(4) 紙・パノレプ，繊維
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(7) 鉱業，石炭，鉱業精鋭

(8) 鉄 鋼 ， 金 属

(9) 食品加工，水産，精糖，醸造

(10) 運輸，ガヌ，電力，倉庫，新聞，印刷，機械整備，
その他ナーピヌ

司
川
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167 わが閣における直接原価計算の利用実態(1) --167-

較したものが表- 3である。表- 3において実態数値は， rハンドブックJ(1975

年度版)の業種別会社数を，表 2の業種分類にならって再編成したものであ

る。また，表の中で調査数倣は，表 2 の業種別会社数を，昭和40~- 9年の10

年間(昭和47，48年は調査されてないので， I徐く。〕について合計した会村数

とその構成比である。

結局，表-2から判断して，調査対象業種だけを見れば， I調査」の業種別

会社構成比は平均的にはおおむね実態を反映しているといえるであろろ。ただ

(10)の主とし亡運輸，電力，ガス h，1i;のすービス関連の構成が少なく.( 5)一般化

学関連， (8)鉄鋼，金属の構成が多目になっているが，業種分類そのものが必

ずしも厳格にできないと思われること，年度とともに構成比は現実にも少しず

つ変化するであろう ζ となどを考慮すれば，この程度のずれはさほど問題にす

るほとではないであろう。したがって)¥.勢としては「調査」の業種別構成は

調査対象業種の実態を反映していると判断したい。しかし年度や業穏によって

は構成比?とかなり急激で不規則な変化が見られ，その点が業穏別の集計ダータ

の信頼性を減ずるものと思われる。企業積についての集計結果は信頼できると

し℃も，業種別の集計結果の解釈にはかなり注意する必要があるといえよう O

次に，資本金の側聞から見た調資会中t の特色を確かめたい。 I~Û 掲上場会社

1.119討の 1社当り平均資本金の実態と調査会粧のそれとを較べると，表-4の

ようになる。表において実態数値は.rハンドブックJ(1975年度版)から推計し
(6) 

たものである。

(6) 推計の仕方は，次の方法によった。r1975年度版経営指標ハンドブックJの 11974年

度産業別並列表①実数 (1社当り )Jから，昭和49年の1，119社分の産業別 1社当り総

資産データを拾ラ。このデータに，n965-1974年度産業別時系列推移表」から拾った

1965-1973年の「使用総資本」の指数を適用し，昭和40~"48年度のEfi業別 1 社当り平
均総資産を推計する。 この推計値をもとに，年度別に1，119社会体の 1社当り平均総

資産を推計したものが，表-8の実態数値である。ただし，上記にいう「使用総資本」
は，総資産+割引譲渡手形を主主味するから，最終の推計値は必ず、しも正確とはいい難

い。しかしその誤差はあまり大まくないであろう。
さらに上記で算定した昭和40~49年度の産業別 1 社当り平均総資産に対して， 11974

年度産業時系列推移表」から拾った1965-1973年の年度別資本金構成比率を掛け合わ
せ，昭和40-48年度の産業別 1社当り平均資本金を推計する。この推計値をもとに，

年度別に1，119*1全体の 1社当り平均資本金を推計することができる。
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また調査数値は，企業経営協会の調査に

おい℃資本金規模別に会社数を集計した

データから 1社当り資本金を推計したも

のである。推計の方法は次の方法によ

る。資本金規模別の会社数は表-5のよ

うに集計されている。また，資本金規模

別の 1担当り平均資本金は，会社数の資

本金規模別分布状況を勘案しながらおよ

そ表--6のようであると推測した。特に

資本金 200億円以土の会社は，年度とと

もに 1社当り資本金が増加すると 4思われ

るから， iハンドブック.J(1975年度版〉

から推計した年度別 1社当り資本金の指

数を使っ℃年度別の資本金を推計するこ

表-6 資本金規模別の 1社当り資本金(億円〉

資竺!見模(億円)1帆 40I 41 42 43 44 45 46 [ 49 

0-1未満

1-5未満 3 3 3 3 3 33!3  

5-10未満 7.51 7..51 751 751 751 7..517.5 i 75 

10-30米満 20 20 20 20 20 1 20 1 20 1 20 

30-50未満 40 40 40 40 40 !40 14040  

50-100未満 70 70 70 70 70 70 1 70 1 70 

100せ 00未満 145 1 145 1 145 I 145 145 1 145 

200- 1 270 281 i 292 i 312 I 338 1 371 

ととし，特に昭和40年は調査数値と実態数値とがほぼ等しくなるように 270億

円(実際にそう不自然な数値ではないであろう。)とした。表-5および 6によ

り，年度別に調査会社全体の l社当り資本金を推計したものが，表-4の調査

数値である。

表-4によると，昭和40，42，44年の調査会社の資本金は，ほぼ実態に近いと
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171 わがl却におけるI直接原価計算の利用実態(1) -171-

いえるが，他の年度は 8.7'~14.0% (金額にして 4.4'~6.6億円〉調査会社の資

本金が実態より低くなっている。調査数値がやや*J1っぽし、推計であるから，必

ずしも圧礁に判断でさないが，慨して調査会社の資本金は土記のような状態に

あるといえよラ。つまり 3大託券市場(1部および 2部)に10年以上継続し

て上場している会社(調査対象業種のみとする。〕の平均的実態よりは，総じて

やや規模の小さな会f:Iが多い可能性もあるが，それほど大きな傾向的なずれは

ないのではないか。参考までに，全上場会社の資本金の実態を示すと表一 7の

Jうになる。

表--8 総資泊三(1社当り，俗円)の比較

4 1 μ  2278 3151 202 

42! // 263，1 4161 236， 

43 1 // 302、1 2821 234 .. 

44 ノノ 359.6 3541 307. 

45 // 424，1 293326.631 1 
46 // 473.5 3101 403， 

47 // 525.4 

48 // 642.1 
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た。両者にはほとんど差がないといってよいであろう。

(8) 推計の方法は，脚注(6)を参照されたい。

(9) 推計の方法は，資本金規模別 1社当り資本金の推計と同様の方法によった。特に総

資産1，000低円以上の会社の 1社当り総資産は年度とともに大きく増加すると思われ

るから，脚注 (6)のようにして得た年度別 1社当り総資産からもとめた指数を適用

し，そのクラスの年度別 1社当り総資産を推計した。
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総資産規模(億円)1昭和401 41 42 43 44 45 

0-20未満 14 14 14 

20-50未満 35 35 135  35 1 35 35 35 351 

50-100未満 70 1 70 I 70 70 1 70 70 70 
12700 1 l 

100-150未満 120 1 120 1 120 1 120! 120 120 120 

150せ 00未満 180 I 180 1 180 180 1 180 180 180 180 

200-500未満 350 350 1 350 1 350 1 350 350 350 350 

500-1，000未満 700 1 700 1 700 700 1 700 700 700 700 

1，000- 2，332 2，603 4，021 

表-8によれば，昭和40年以外，調査会社の l社当り総資産いと上場会社の実

態との聞にはかなりのずれが見られる。昭和42-6年では，年度によって10.1
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173 わが国における直接原価計算の利用実態(1) 日一173-占

-22.9% (金額では25.3"~97.2憶円〉調査会社の 1社当り総資産は実態より少

な し 昭 和49年は逆に 17.0%(124.5億円)実態より多くなる。かくして，調

査数値の信頼性は必ずしも明白ではないが，総資産規模の点からは，概して調

査会全iは，実態の平均水準よりも，規模の小さい会社に偏りが見られ，昭和49

年のみ逆にやや規模の大ぎい方に偏りがある。

最後に，従業員数の調査もなされて

いるので，その点も簡単に見ておきた

い。 1社当り平均従業員数について，

上場会主1の実態と調査結果とを比較す

ると，表-11のよろになる。表の叶lで

実態数値は， rハンドブックJ(1978句コ

度版〉から推計したものである。調査

数値は，資本金の場合と同様に，従業

員規模別会祖数(表-12)と従業員規

模別 1担当り従業員数の推iJl.IJ儲(表-

13)とから，全体の 1社当り平均従業

表-11 従業員数(1社当り，人)
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49 

泌:昭和36-42年の調査数値は，実態数

値の得られる年度にあわせて省略し
? ，、。

員数を推計したものである。結局表-11によると，大体において調査会祉の従

業員規模は，上場会組の実態を反映しているといえるのではないか。昭和45年

と昭和49年とではやや対照的であり，昭和45年は調査会社の 1社当り従業員が

10.3% (335人)実態より少ないが，昭和49年は過に6.5%(213人〉実態より多

い。やはり調査数伯の信頼性に問題があるが，従業員規模から見ると，調査会

社は昭和45年は実態より小さし昭和49年は逆にやや大きいといった偏りが見

られる。その他は実態とそれほど追わない。

(10) 1975年度版には，従業員数のデータが掲載されていないので， 1978年度版によっ

た。推計は次の方法による。11977年度産業別並列表①実数 (1社当り)Jから，昭和52
年の調査業種に所属する1，131社の産業別 1社当り従業員数を拾う。 このデータに対

して f1977年度産業別時系列推移表」から拾った昭和43-49年の従業員数の指数を適

用し，毎年の産業別 1社当り従業員数を推計する。 との結果をもとに年度別の 1，131
社全体の 1社当り従業員数を推計したものが実態数値である。
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175 わが国における直接原価計算の利用実態(1) -175-

表-13 従業員規模別の 1社当り従業員数(人〉

従業員規模(人) H百平日43 44 45 46 49 

。~500未満 350 350 350 350 

500~. 1，000未満 750 750 750 750 750 

1 ， 000~~ 2，000未満 1，500 1，500 1，500 1，500 1，500 

2，000-3，000未満 2，400 2，400 2，400 2，400 2，400 

3 ， 000~. 4，000未満 3，500 3，500 3，500 3，500 3，500 

4 ， 000~' 5，000未満 4，600 4，600 4，600 4，600 4，600 

5，000-10，000未満 7，500 7，500 7，500 7，500 7，500 

10，000- 16，700 17.168 17，502 17，585 17，552 

以上を総括して，企業経営協会の調室会社の全体的特徴を挙げると，それは

3大証券市場(1部および 2部)に上場している会社から，上場期聞が継続し

て10年未満である会*1，および10年以上継続して上場しているが，木材・木製

品等の一部製造業，金融・保険業，卸売・小売業，海運業，不動産業，サービ

ス業(ホテノレ・旅館，映画・興行・民間放送)の非製造業の各業穫を除外した

上場会社の実態に比較して，次のようにいえる。

(1) 調査対象業種h となる会社の業種別構成を見ると，実態と大ぎな傾向的

ずれはないよラである。調査会社の構成は，やや運輸・ガス・電力・倉庫

などのナーヒス業の構成が少なしそれだけ一般化学，薬品，肥料，ゴム

などの化学工業と鉄鋼・金属工業にやや傾く傾向があるが，問題とするほ

どではないであろう。

(2) 1社当りの資本金，総資産，従業員数などの経営規模の面から見ると，

調査数値の信頼性に問題があって必ずしも明言はできないが，部分的に調

査会社の状況が実態と違っているように思われる。特に昭和43年および45

年では回収した会社は実態よりやや規模の小さい会社;が多。く，昭和49年は

逆に規模の大きな会社が回収されているものと推定される。また表-5か

ら回収会社数が何年かなり変化している点からも，年度によって標本抽

出，回収ネ等がやや異なっているのではないかと想像される。

(3) 部分的には上記のよラな可能性があるが， -}::.勢としては調査会社の平
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176 第 1号第54巻-176-

均的な規模は， 10年間継続して上場している上場会祖の平均水準とそれほ

ど大きな懸隔はないといえよ可。年度によって多少実態より規模が小さ回"

または大き自になる傾向があるとしても，大掴みにいえば実態の水準に近

い大手の会社が調査されているものと判断される。

以下の分析では，上記のような調査および調査会全lの特徴をふまえたよで評

価されるべきであろう。

なお「調査」では，事業所数も調査されているので，参考までにその集計結

果を表-14に掲載した。

原価計算の形態III 

lその特徴をわれわれの直接的な関心事は直接原価計算の利用状況にあるが，

より具体的かつ客観的に認識するためには，原価計算の一般的な利用状況と比

較することが望ましいであろう。

(社〉

事業所数|昭和æl~!~ s ~ ~I<< ~I~I~ 

1 
(17.8) (17.9) (20.0) 佃ヤ 3)

(21.9) (19.6料 3)!c20.3)
69 63 62 69 83 1 74 82 62 64 1 45 

2 (21.5) (21.1) (22.4) (26.0)1(21.9) (21.6) (21.9)1(19.3)1(22.5) 
76 73 77 116 64 81 69 1 64 1 50 

3 
(16.2) (11.8) (14.5) (13.7)1(11.3) (13.3) (15.5)1(12.0)1(13.1) 
57 41 50 61 1 33 50 49 1 40 1 29 

4~"5 
(16.4) (16.8) (19.4) (17.9)[(15.8) (17.3) 「…の58 58 67 80 1 46 65 54 1 62 1 40 

6-10 
(14.9) (16.2) (14.2) (10.7) (11.9)1(16.1) (14.1) (12.7)1(15.7)[(14.9) 
61 57 49 37 53 1 47 53 40152133 

11-20 
( 8.1) ( 8.5) ( 9“8) ( 6.4) ( 7.8) ( 5.8) ( 6.4) ( 6.3) ( 7.5) ( 6.8) 
33 30 34 22 35 17 24 20 25 15 

21- ( 3.2) ( 1・7)1(ω)1(1・4)1(1・6)( 1.4) ( 2.7) ( 2.5) ( 4.5) ( 2.7) 
13 6 1 16 1 5 1 7 4 10 8 15 6 

回 答 な し |(27〉|(17い〉|(52…い仰い!(30)l(17〉11 1 6 1 13 1 18 1 11 1 7 I 10 1 14 1 10 1 4 

計 I (附 [(100)|(認)1叫叫(日0川刊針。。ベ(叫410 1 353 1 346 1 345 1 446 1 292 I 375 I 316 I 332 I 222 

数社メK
;J;ミJJIj 数所主主事表-14

〕内の数値は，事業所数別会社数の構成比(%)を示す。注;( 
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177 わが国における[直接原価計算の利用実態(1) -177-

「調査」では，各社の採用している主製品の原価計算形態が調査されている。

その集計結果は表-15の通りである。それを図示したものが図--2である。こ

のような集計結果を検討する前に，表-15のく質問>の意味を多少吟味してお

きたい。まずこの質問では，必ずしも制度としての原価計算の形態を尋ねるこ

とを明言していない。したがって，中には制度外の原価計算の形態を回答した

会社もある模様であるが，主たる製品の原価計算について尋ねていること，お

よび総合原価計算，個別原価計算，両者の併用といったかなり νステマティッ

クな計算形態を尋ねているにとなどから，回答会社 ~i.，概ね原価計算制度また

は少なくとも経常的に町実施される原価計算の形態について回答をよせたものと

思われる。主たる製品の原価を制度外においてのみ計算する会社はきわめて少

数であろう。また質問では，実際原価計算，標準原価計算，直接原価計算の|浅

別は明記していなL、から，回答会組は，これらのいかんによらず，概ね制度と

して実施される原価計算の形態を総合原価計算，個別原価計算，両者の併用と

表-15 主製品のl京価計算形態:全業種目

く質問〉 貴社における原価計算の形態は次の何れですか。〈主製品について)

(1) 個別原価計算

(2) 総合原価計算h

(3) 個別と総合の併用

年度(昭和 3413538

総合問算吋06)l(620)
130 1 113 1 254 

併用(13.7)1(15..7)1(20.2)
25125183 

26 1 22 I 66 

該 当 な し (0・i)一 (17) 一一一一 I---

無 回 答 ! _ [ __1 _1(2α肘附5司中.)1十I(ド(ω3司十中白吋3司(2 o1十州〈ω仰吋0 ， 6吋~)[十川α同吋1川@刊1<ドド内阿@帥附吋2日叫吋2の4〉1川|一 一一 9I 12 I 11 I 9 I 2 I 6 I 7. I 7! 2 

詰i (121叫iy叫~1~lml~i~l~i~i~lmlml~ 

注:1ω 昭和35，39年の質問は，主製品に限らず，一般的に尋ねている。

2. ( )内の数値は，原価計算形態別会社数の構成比(%)を示す。
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図-2 主製品の原価計算形態:全業種

いう形で回答したものと思われる。

178 

このような解釈のもとに以下その集計結果を観察すると，次のような特色が

ちかがえる。まず集計結果を全体的に見ると，制度としての原価計算はほとん

ど全社に普及しているよラに思われる。しかもすでに昭和30年代半ばからその

状態にあって，それ以後その状態は変っていないことが想像できる。このこと

から，上場会祉のうち木材・木製品業，金融・保険業，卸・小売業，海運業，

不動産業，若干のサービス業など宏除けば，すでに昭和30年代中期にはほとん

どの上場会社が何らかの原価計算制度を実施していたといえよう。

さらに原価計算制度の実態をもう少し内容的に観察すると，大勢としては総

合原価計算が主流になっているよラである。昭和40年代未期では，約半数の会

担が総合原価計算を実施し，残りの半分を個別原価計算，および総合原価計算

と倒別原価計算の両者を併用する形態がさらに半分ずつ分けあっている。

しかしこのような状態は，調査期聞にわたって恒常的ではなくて，少しずつ

事態が変化してきた結果であることに留怠する必要がある。図-2から得た印
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179 わが国における直接原価計算の利用実態(1) -179-

象では，昭和30年代半ば以降，総合原価計算の割合いは少しずつ減少する傾向

にあり， 16年間で約70%→50%にまで下っている。それと裏腹に併用の形態お

よび個別原価計算の割合いは増加傾向にあることが読み取れる。中でも総合原

価計算と個別原価計算とを併用する形態は15第一歩25労前後まで増加する傾向が

うかがえる。個別原価計算も15%→20%以上にわずかながら伸びる傾向にあ

る。どちらかといえば，併用の形態が重宝がられる傾向があるといえよう。

このような全般的な流動的傾向をさらに具体的に見て，業種別の集計を概観

したい。集計結果は表-16，それを図示したものが区1-3-12である。これら

を概観すると，そこにいくつかの特色がうかがえる。図-3-12のうち業種

(4)-(7)， (9)では，調査期間を通して純然たる総合原価計算を採用する企

業が他の形態より圧倒的に多 ~\o 業種(4)の昭和49年，業種 (6) ， (7) ， (9)

は業種別会社数が少なし、から，不規則な動さを示すといろ一面もあるが，これ

らの業種で総合原価計算が圧倒的に多く利用され，個別原価計算や併用の形態

はむしろ特殊な事例のように忠われることはほぼ明かであろう。おそらく個別

原価計算方式は，製品が何か特殊な仕様に従うものであるか，部分的な活動の

ために導入することが必要である場合にのみ，全函的または部分的に採用され

るのではなかろうか。このようなタイプの業種は，概して装置産業といわれる

もの ((4)-(6))が多いが，一部に(7)， (9)のように必ずしもそうでない

産業も含まれている。

他の業種のうち(1)-(3)，(8)は，調査期間全体を通して，総合原価計

算，個別原価計算，両者。を併用する形態のいずれもかなりのクヱイトを占め，

原価計算の実施形態が各業種毎にバラエティに富んでいる。総合原価計算と個

別原価計算のいずれかというのでなくて，併用の形態もよく利用されているの

が特色である。これらの業種では，おそらく生産工程または製品種類，あるい

はその両者が，多様であって，それぞれの特性に応じた原価計算が要求される

からではなかろうか。このようなタイプの業種には(1)-(3) のような組立

産業と恩われるものが多いが， (8)のような典型的装置産業も含まれている。

なお業種 (10)は，そこにきわめて多様な事業形態が含まれ，しかも襟本数
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表一 16 主製品の原価計算形態:業種別

111 (21 131 111 151 
~ 

造船j!設ティ ゼFし機関 柿官機械産11¥陣織 I場施 屯封機器光学機械，自動車 一般化学部品.肥料，こゴム.
紙， ) ~I~ブ織維

度
時迫'"尚] その地製地 d位 各観測定器 石油 7ィルム

昭和1: 斡u t#用 f内申l ;1 Mu 耐用 {同別 Jj 総合 酔用 胡別 計 総合 骨n日 側別 ;十 総合 併用 個別 :t 

31 120.01 (30.01 150.01 11001 馳39合511冊32用.61 (冊27別9) (1計00) (91.7) (ι3) (100) 
4 6 10 20 17 11 12 43 33 3 o 36 

35 
(51.5) (15.5) 1100) 115.1) 130.8) (53.8) 1100) (56.3) (18.8) 125.0) (1仰) (87.9) (9.11 ( 3.0) (100) (97.0) ( 3.0) (100) 

01 6 5 11 2 4 7 13 18 6 8 32 " 3 33 32 01 33 

38 
(8.3) (38.91 (5219 8) (100) (2176 6) (31.0) 111.1) (1001 133.3) 137.5) 127.11 1100) 195.9) ( 1.11 (100) (剖ι3)(10.7) (1001 

3 11 36 18 21 58 16 18 13 48 17 2 。19 75 9 。81 

39 112.11 130.31 (51.5) (100) (25.71 (28.61 115.71 (1001 (12.21 (26.71 126.71 (100) 188.21 (5.9) ( 2.9) (100) (82.9) (8.6) ( 7.11 (100) 
4 10 17 33 18 加 32 70 19 12 12 15 30 2 31 58 6 5 70 

40 
117.6) (3813 2) (41.2) (100) (31.71 128.3) (38.31 11001 (27.5) (37.5) (32.5) (100) 183.8) (10.8) (2.7) (100) (91.3) 14.3) (43 ι) (1凹)

6 14 34 19 17 23 60 11 15 13 40 31 4 37 63 3 69 

11 
(24.1) 127.6) (41.81 (100) (40.5) 128.6) (31.0) (1001 (33，8) (32.4) (27.9) (100) 178.8) (12.1: (6.11 (1001 (84.51 ( 6.9) 16.91 (100) 

1 8 13 29 17 12 13 42 23 22 19 68 26 4 2 33 49 4 58 

42 (3423 68) (27.3) (36.4) (100) (41.8) 129.11 129.11 (1001 130.71 (33.3) 136.0) (100) (89.51 15.3) 12.61 11001 181.9: 113.31 13.61 11001 
18 24 66 23 16 16 55 23 25 27 75 31 2 38 68 11 3 83 

13 (15.4) (30.8) (53.8) 11001 (33.3) 135.41 (31.3) (100) 121.21 (43.9) (33.3) 11001 (69.6) (26.11 11.31 1100) 188.5) 111.51 11001 
2 4 13 16 17 15 48 14 29 22 66 16 6 23 54 01 61 

44 
(40.7) (14.8) (44.1) (100) 111.01 (18.8) (31.9) 11001 (30.1) (43.0) (25.3) 1100) (1'7.51 112.51 1 5.01 11001 (81.3) ( 9.61 13.61 11001 
11 4 12 27 6 21 15 43 24 34 20 79 31 5 2 10 70 8 3 83 

15 (4720 .6) (21.1) (311 3 0) (100) (お.0)(13.2) (31.8) (1001 (3423 8j 136.4) (28.8) (1001 179.21 18.31 18.31 11001 176.11 19.01 113.41 (100) 
9 12 11 19 11 44 21 19 師 19 2 2 21 51 6 9 67 

46 110.51 (21.11 (34.51 11001 (17.1) (31.61 118.11 11001 138.61 131.61 129.81 11001 191.71 : 8.31 11001 :73.81 17.11 (11.31 11001 
31 18 29 81 18 12 7 38 22 18 17 57 22 2 。21 31 3 6 12 

19 (21.11 (36.8) (12.11 (100) (23.3) (11.9) (34.9) (100) (30.0) 133.31 (3622 7) (1001 (10.01 (40.01 120.01 11帥) 180.1) 115.71 13.9) (1001 
4 T 8 19 10 18 15 43 18 20 60 2 2 5 11 8 2 51 

ーーー'---

討: 1 ( )内の数f~(は， Jh{f面計算形態別の会社構成比(%I(年皮別"~位fi@]l を示す内
2 総合J，r併用J，r伺別」の合計と rJtJ の数f[(i，との差.I;J:， 1該当なし」および「回答なし」の会全i数
にあたる。

3 年度によって(特に昭和31年度} 業利!分類が策干民なっているが 大きな典l司はないであろっ c
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:6: '8 (9) 。。
常事 セメ〆| カラ F 拡1{ 11iA 卸業杭鈎 扶鍛世幅 食品加工 水車 r~*世t 醸造

連総ヌゲス'，~!J 吉明朝f

開印刷縄械V高その地

寸十『ヒヌ

計 総合 ~~~gIJI.ζ 総合併用例別 計 蛇{:- 情時] 仇別 。十 総合 併用 側別

[総95合91 併(42用11例別 11計帥) 183.31 116.71 (1001 110b.OI :1001 133.31 :33.3: 
47 49 15 。 3 18 13 。。13 01 

1.ω01 11001 166.71 133.31 11001 186.41 ( 9，lJ 14.5: 11001 (87.5) 112.51 11000: 11001 
4 。 o 1 2 1 01 19 2 22 7 01 81 01 

195.01 15.01 11001 177.81 111.11 1001 {63.S) 125.41 11.11 11001 ¥80.81 115.41 13.81 11001 15881 (11.81 :1001 
19 。 20 7 。 9 40 16 7 63 21 4 26 10 2 。17 

110001 11001 110001 11001 156.0¥ (32.01 1 8.01 11001 192.31 3.81 11001 171.11 114.31 114.3) 11001 
14 。 o 14 4 。。 4 28 16 4 50 24 。 2渇 5 7 

187.51 112.51 11001 166.71 133.31 11001 157.91 (22.S) Ili.51 11001 :73.71 : 5.31 121.11 11001 127.31 : 9.11 1001 

14 o 2 16 2 o 3 33 13 10 57 14 4 19 3 。 11 

1100.01 11001 180.01 120.01 11001 150.01 131.91 (J5.31 11001 172.21 116.71 : 5.6) 1001 :50.01 133.31 1100: 
14 。。14 4 。 5 叩 23 11 72 13 3 18 3 。 2 6 

183.31 116.71 11001 180.01 120.0) 11001 156.51 (31.81 7.11 :100¥ '78.3¥ '1301 : 4.31 :100: 25.0 25.0) 25.0: 1100: 
10 2 o 12 4 。 48 21 i 85 18 3 23 4 

(71，4) 121.41 ( 7.lJ 11001 115.01 125.01 11001 158.51 (26.81 112.2¥ 1100: 193.8¥ : 6.3' :1001 100.01 1100: 
10 3 l 11 6 2 。 8 24 11 5 41 15 。16 。。 2 2 

184.01 18.01 18.01 11001 110001 (1001 159.61 (26町 113.51 (1001 195.71 11001 1100.01 (1001 
21 2 2 25 l 。 01 31 14 7 52 22 1 I 23 。。 2 2 

161.51 115.41 11001 110001 0001 (56.81 124.31 113.51 11001 :80.01 110.01 00.01 11001 1100.0¥ 11001 
8 2 o 13 。。 21 9 5 37 16 2 2 20 。。 2 2 

1100.01 11001 115.01 125.01 11001 157.71 (23.11 119.21 11001 186.71 : 6.11 11001 112.51 137.51 150.01 11001 
8 。。 8 3 o 4 30 12 10 52 13 。15 3 4 8 

18331 ( 8.31 :1001 166.71 122.21 1 7.41 11001 (80.01 …'1 
10 o 12 18 6 2 27 4 
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図-3 主製品の原価計算形態:(1)造船，建設等
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図-4 主製品の原価計算形態:(2)精密機械，産業機械等
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図-5 主製品の原価計算形態 :(3)電気機器，光学機械等
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図-6 主製品の原価計算形態:(4)紙，パルプ等
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図一 7 主製品の原価計算形態:(5)一般化学，薬品等
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図-9 主製品の原価計算形態:(7)鉱業，石炭等
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図-10 主製品の原価計算形態 :(8)鉄鋼，金属
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187 わが閣における直接原価計算の利用実態(1) -187-

が少ないことから， 一定の傾向を見出すことができない。

さらに業種勾・に期間中の動向を精察すると，若干の傾向がちかがえる。ただ

業種別の集計では，標本数がかなり少なくなること， 図- 1でわかるように業

程別会主l数の構成比が年度によってかなり動揺していること， 無回答率が年々

動指するにとなどのため，業種別動向は年度によっ℃かなり上下の振幅が大き

くなる可能性があり， それだけ信頼性が疑わしくなる。 しかしその点を警戒し

ながら図を検討すれば， 大きな動向をそれほど見誤ることはないであろう。

まず業種(1)-(3)，(8)では， 当初の昭和30年代中期には，中間的な併

用の形態をはさんで総合原価計算か個別原価計算かそのいずれかに偏っていた

と忠、われる。(1)， (2)は佃1別原価計算に， (3)，(8)は総合原価計算にワェ

イトがあったといえよう。 しかしこのような比較的偏った状態は次第に他の形

態を含んで緩和し℃いく傾向がうかがえる。つまりこれらの業種ではいずれも

原価計算の形態が各業界内部で多様化の方向に進んでいるといえよろ。昭和40

年代末期には，特に業種(1)-(3)ではいずれの形態もほとんど万遍なく利

用されているといえよろ。ただ多様化の方向は，業種1(1)， (2)は総合原価計

算化の方向であり， (3)， (8)は併用の形態も含めて個別原価計算化の方向で

あり，両者は逆である。なお業種(1)の昭和34，35， 

標本数が少ないため，

43， 49年，業種 (8)の

多少不規則な変化を示し昭和34.35， 49年あたりは，

たと思われる。

また装置産業を中心とする産業 (4)-(7)， (9)を見ると，前述のよラに常

に総合原価計算を実施することを原則としているが，特に業種 (4)，(5)では

他の形態をも受入れていこうとする傾向が見られる。ただ業種(4)の昭和49年

の急な変化は標本数が少ないことによるものであろう。また業種 (6入(7)，

(9)も標本数が少ないため，必ずしも正確な傾向をうかがちことができない。

主要な産業である (4)，(5)のみを見れば、，徐々にではあるが， やはり原価計

算形態の多様化の傾向があるといえよう。結局多くの業種で次第に製品および

生産工程の多様化が進み， 原価計算はそのことに着実に適応しているといえる

のではなかろうか。
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以上をまとめると次の点が指摘できる。昭和40年代木の状態とし-Z:，総合原

価計算が全体の半分を占め，依然として主流を成している。それは，当時個別

原価計算または併用の形態をよく利用するのは，組立産業を中心とした特定の

業種(1)"";'(3)，(8)に限られる状勢であるが，総合原イini計算はどの業種にお

いてもよく利用され，中でも装商産業を中心とする業種 (4)-(7)， (9)では

大半が総合原価計算を利用している，といった点を反映している。またすべて

の業種を含めた全体的な動向としては総合原価計算の利用が次第に減少し，そ

れに代って併用の形態や倒別原価計算，ヰ1でも併用の形態の利用が増加lして

いる。それは多くの業穏で原価計算形態の多様化が進展していることによるも

のである。多様化の方向は業種によって異なるが，併用の形態を聞にはさんで

業穣(1)， (2)は総合原価計算化，他の業種では概ね側別原価計算化の方向で

進んでいるといえよう。結果とし℃全体的には個別原価計算化の傾向が勝ち，

併用の形態を重用しながらその方向で事態が進行しているように思われる。お

そらく事業形態の多様化の原価計算への影響であろう。

IV 標準原価計算の利用状況

まず，業種全体での標準原価計算の利用状況を概観したい。標準原価計算の

採否を尋ねる質問およびその集計結果は表-17の通りである。なお，集計結果

を解釈する場合には，質問の内容が年度によって多少相違していることも考慮

すべさであろう。集計結果を図表化したものが図-13，その細部を見たものが

図-14-6である。

表-17 標準原価計算uの採否:企業種

<質問> 賀社における標準原価計算採用の状態は次の何わしですか。

(1) 会計制度内で全般的に行っている。

(2) 会計制度内で部分的に行っている。

(3) 会計制度外で全般的に行っている。

(4) 会計制度外で部分的に行っている。

(5) 目下採用研究中である。

(6) 今後も採用する予定はない。
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189 わが国における菌接原価計算の利用実態(1) -189ー

目下検討中

採用の予定 I(51.6) 

なし I 94 

該当なし

会社 総 数 11 

注:1. 昭和34-37年の質問は，上記と若干異冷っている。特に昭和34，36年度は;他の

年度と異なるJ誌が多い。たとえば両年皮は主製品についてのみ標準原価計算の採

否を尋ねている。またよ記 11ヨ下検討中」の会社は， H回稿]34年度は一定期日に実

施予定をもっている会社，昭稿136年度は 1年以内に実施予定である会社のみを含

み， {也の年度は実施予定の明確でないものも含む。また制度外で実施している会

社数は， r経常的に帳簿組織外において非制皮として行っている」会社のみを含

む。さらに昭和37年度は， r予定原価計算は採用しているが標準原価計算は採用し

ていなし、」会社を特に調査しており，上記「目下検討中，採用の予定なし」は「予

定原仙1計算も行っていなし、」会批を示す。

2. ()内の数値は，各選択枝別会社数の構成比(%)を示す。

3. r会社総数一!とは，重複回答を除いたアンケートの回収会社総数を意昧する。
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図-14 標準原価計算の採否(制度として実施):会業種
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図-15 標準原価計算の採否(制度外で実施):全業種
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191 わが国における菌接原価計算の利用実態(1) -191-

図-16 標準原価ー計算の採否(採用していない):金業種

これらの資料から次のような特色がうかがえる。調査期間末期である昭和40

年代末期には，標準原価計算制度は50%前後，制度外での標準原価計算は20%

といろ利用状態である。つまり標準原価計算を適用し℃いる会社はあわせて70

%，全く採用していない会社は30%程度といラのが当時の概況である。したが

って標準原価計算はかなり利用されるようになってきたといえよう。

また上記の一般的状況から，標準原価計算の主流は，制度外で行う計算より

は，制度として実施するものであるといえよう。前節の原価計算形態の調査と

の比較によると，ほとんど全社が制度として何らかの原価計算制度を採用して

おり，そのうち約半数が標準原価計算制度であるといえよう。

昭和40年代末期のこのような状態は，標準原価計算の利用が調査期間中に浸

透した結果であって，その期間中の初めからそのような状態がつづいていたわ

けではない。全体的な進行経過を見るために図-13-6を総合的に参照した

い。そこで，昭和34-49年を通してみると，概して標準原価計算を制度とし℃

実施する会社は増加傾向 (25%→50%)にあることが明瞭であり，それとは逆

に標準原価計算を全く導入していない会社は減少傾向 (50%→30%)にあると

とがうかがえる。標準原価計算を制度外でのみ実施する会社は常に一定層(約

20%)あっ lて，それが現実に標準原価計算の一つの実施形態を成すことは明ら

かであるが，長期間その比率はほとんど増減していない。結局，前記のような
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昭和40年代末の状態に到達したのは，期間全体にわたって標準原価計算の制度

化が進行したためであるといえる。その意味でも，やはり標準原価計算は制度

として実施ずることが基調であるといえよう。

図-14-6によってさらに細部の集計を検討すると，前述のような会体的概

況は一層支持されるであろろ。まず図--14によると，標準原価計算を制度とし

て実施する場合，全般的に実施する場合と部分的に実施する場合とが大体相半

ばしており，いずれも増加傾向にある。しかし図--15によると，標準原価計算

を制度外でのみ実施する場合には，全般的に実施するものがおよそ%と少な

し残り%は部分的にのみ標準原価計算を採用している。制度外で実施す'る会

社の構成比はほとんど変化がなく，内訳のかかる状態は調査期間中ずっとつづ

いでいる。とのような諸点からも，現実に標準原価計算の機能を十分に活用す

るためには，標準原価計算を制度として活用することが基調となっているとい

っても間違いないであろろ。

この点は，さらに標準原価計算の目的に関する調査結果とあわせて考慮すれ

ば興味深いであろろ。「調査Jでは，標準原価計算の目的を尋ねる表-18のよろ

な調査がなされている。年度によって質問内容が若干異なっているし，調査期

間も比較的短いから，相対的に正確な実態認識が得にくい。なお[該当なし」

および「回答なし」の構成比が多いが，それは実質的には標準原価計算を採用

していない会社に相当するといえよう。しかし，それにしでもある程度の実態

はうかがえ，るであろう。表-18によると，重複回答の程度から見て，標準原価

計算を実行するまたるねらいは概ね 1-2の目的に絞られていることが多いと

いえる。各年度を通してみると，そのような目的の中でも最も主要なものは，

「原価管理」目的および「予算編成J，または「売価決定」をも含めた予算関連

の目的であるといえる。イ也の目的の順位には必ずしも明確な差は見られない。

結局，標準原価計算実施のねらいは，原価管理，予算編成といった経常的ない

しは定期的な総合的利用目的に供することがその主たるねらいとなっていると

いえよう。また財務諸表との結合，計算の迅速化など，原価計算それ自体を制

度として実施する直接的な要請もかなり見受けられる。したがって，標準原価
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193 わが国における直接原価計算の利用実態(1) -193ー

表-18 標準原価計算を実施する主な目的

ぐ質問> 貴社では，標準原価計算を行う目的は，次の何れにおいていますか。

(1) 原価管理 (2) 予算編成 (3) 剤師決定

(4) 記i阪事務の迅速化 (5) 棚卸資産価額および売上品原価算定

(6) その他

8 年 度(昭附和 I 3拐5 3お6 3幻7 I 3鈴

原 価 管 理 I (守;主r8紛) I (守f包おγ r4心) 一 l(?i訟与rO〉

予算編成 (ω4t智;

売 価 決 定 i(V〉 |(ω1与r2幻) I 一 I (αヨ主V;与4rO〉
棚卸資産評価.売土原尉{価面算鮎定 ! (?おγo3) I 一 I (α弘V;主54) I (ヤ〉

記帳事務の迅i速皐化 |い(1:包γir4ω) I円(1γP) |い(1;おr6r6〕 l (γ〉

そ の 他 | 一一白 | (17〉| (145〉| (140) 

該当なし 1 1(37.1〉 |(60・1) I (46・8)
86 202 192 

一 二 一 一 な し 一 一一 !?l-l-1-
回 答 な し lobO〉|

ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一J一一一一一ート 、
I (183.2) I (130.2) I (117.0) i (144.4) 

293 302 393 592 

会社総数 |(iお) I (滋) I (議〉 1111〕

注:1. 質問内容が年度によって若干異なっている。昭和35年度は 2つの選択枝を選

ばせているので，重複回答率(1.83倍)が高い。また昭和37年度は原価管理以外

の主たる目的を尋ねている。

2. ()内の数値は，各選択枝別会社:数の構成比(%)を示す。

3. r会社総数」とは，重複回答を除いたアンケ-rの回答会社総数を意味する。

計算を制度として実施することが主流になっているという実態は，それだけの

意味が現実にあったと理解してもいいのではなかろうか。

襟i4i;原価計算の利用自的に関する上記の調査を補うために，昭和34年に東洋

経済新報社によって行われた調査を参照しておきたい。調査の方法は:" r……経

営組織， トップのノ¥的構成，長期経営計画，予算制度，原価管理，労務管現，
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販売政策などの各項目についてそれぞれアンケートを作成し，そlれを当方(東

洋経済新報社:主H稿注)が選んだビッグ・ビジネス 100社に郵送し，記入して

もらい，その結果を集計する，という方法をとった。また一部を補ちために面

接調査を併用したijその集計結果は表-Sら通りである。 これによると， 単

年度の調査であって，しかも標本数が少ないため，必ずしも実態を正確に反映

し℃いるとは限らないが，標準!劇画計算の利用罰的が，広く原価管理ないしは

それに関述するものであることはほぼ明らかであろう。他の目的はむしろ副次

的であると思われる。なおついでに，標準原価計算lを採用していない会社は，

標準原価計算の必要性を感じていないといろよりは，導入のための技術的困難

さの解決が問題になっている乙とがうかがえる。

さらにまた図--16に立ち返って標準原価計算を採用していない会社を見る

と，標準原価計算を導入することが到底困難である，あるいはその必要性を感

じていない会社が常に一定層10%内外あることがうかがえる。しかし採用して

いないまでも採用を検討中の会社は年々減少する傾向 (35%→20%)にある。

昭和34，36年に検討中の会社が特に少ないのは，採用予定の期日が明確な会社

のみを尋ねていることによるためであろラ。乙れまでの図--14，15からラかが

える諸点、とあわせて総合的に判断しても，標準原価計算の制度化の傾向が調査

期間中に進行しつつあったことは疑いを入れないであろラ。標準原価計算は，

知らず知らずに年々制度化をめざして定着化してきたといえる。

なお， 1""調資」の副産物を追加するならば，昭和37年度の調査(表-，--17)にお

いては， r予定原価計算は採用しているが，標準原価計算は採用していない」会

社と「予定原価計算もおこなっていないJ会祇とが分けて調査されている。そ

れによると予定原価計算を採用している会社は40.8%あり，標準原価計算を実

施していない会社会体 (53.6%)のおよそ弘にあたることがわかる。図--15か

(11) 東洋経済新報社編J日本経営の解明~，昭和36年ぺージ。
(12) 表ー19は，東洋経済新報社編，前掲沓， 192ページの集計結果を， i調査」の集計結

果と比較しやすいように若干表形式をあらためた。
(13) 企業経営協会原価計算研究会，i昭和37年度原価計算実態調査J，r経;営実務j，第110

号，昭和fJ37年11月， 54ぺージ，質問39。
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195 わが国における薗接原価計算の利用実態(1) -195-

表-19 標準原価計算採用・不採用の理由(昭和J34年〉

標準原価計算を採用(言汁個)している理由

原価切り下げを効果的に遂行することができる [ (3?4) 

原価管理上有効な手段となる

財務計算・原価計算を迅速に行うことができる

価格政策・販売価格決定の基礎となる

予算統制と統合した原価管濯を行いうる

作業能率の測定・業績評価を可能にする

工程管理を促進することができる

(30.4) 
7 

(26.1) 
6 

(21" 7) 
5 

(17，，4) 
4 

(13，， 0) 
3 

(13，， 0) 
3 

そ の 他 l T3) I 

;升

会 社 総 数

標 準 原 価 計 算を採用しない理由

(156.5) 
36 

(附|
23 

トー一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 一一←ー十一一一一一一

標準の設定が企業の性格からして技術的に困難 | (6607〉
14 

操業条件が一様でないため採用が困難 | (14i3〉

原単位管理で標準原価計算の目的は果たしている | (92〉

標準原価計算制度は採用していないが，原価資料として標幣原価 (4.8) 
を利用している 1 

その他 | (4p 
計 (!~O)

21 

会 社 総 数 λγ 

注:1. これは，会社に自由回答をもとめた結果をまとめたものである。

2. この質問に回答をょせた会社総数は全部で44社あり，それと表-18の結果から，

採用・不採用別に回答をよせた会社総数を推定した。

3， ()内の数値は，回答別会社構成比(%)を示す。
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ら昭和37年度は制度外で部分的に標準原価計算を導入している会祉がやや少な

いことを考慮すると，特に制度外で部分的に標準原価計算を実施している会社

には，様準原価とも予定原価とも判別しにくいものが若干あるのかもしれな

い。いずれにしろ，予定原価計算はかなり広く利用されていることが予想され

る。したがって標準原価計算の制度化の傾向は，予定原価計算ー→制度外の標

準原価計算ー〉制度としての標準原価計算といった過程を比較的確実に通過し

ながら進行していったものと思われる。すでに標準原価計算導入以前から，あ

る程度導入の余地が用意されていたといえるかもしれなし、。

かくして会業種を全体的に観察したところによると，次の諸点が指摘できる

であろう。昭和40年代末期では，標準原価計算制度は，全回収会社のおよそ半

数に行きわたっており， 20%の会社が制度外でのみ標準原価計算を採用してい

る。残り30%が様準原価計算を全く行っていないというのが当時の概況であ

る。またそのよろな状態は，主に調査期間中に標準原価計算を採用していなか

った会社が次第に制度化をめざして努力し，地道に行動した結果であることが

うかがえる。さらにこのよラな様準原価計算制度の普及率や普及の過程，さら

に標準原価計算の主たる実施目的等から推察して，標準原価計算の形態は制度

とし℃実施することが基調であると受けとめられており，制度化をすすめるこ

とにそれだけの意味があったものと思われる。

なお念の為， r調査」の集計結果を部分的に補強するために，やはり東洋経済

新報社によって行われた調査を簡単に見ておきたい。そこで集計した結果は表

-23ら通りである。この結果と表一17の昭和34年度の集計結果とを比較する

と，質問内容の違いを考慮すれば大体両者一致しているといえよう。しかし，

表-20と表ー21の業種別集計には業種目によっ℃かなりのずれが見られる。東洋

経済新報社の標本数は少ないから，特に業種別の実態を把握するのにはあまり

適さないであろう。

(14) 表一20は，東洋経済新報社編，前掲者， 190ページの集計結果を， r調査」の集計結
果と比絞しやすいように業種分類，表形式を調整したものである。
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197 わが国におけるI白抜原価計算の利用実態(1) -197 

表 20 機準民dllli:n~il の採用状況(昭和 13Mr)

業種.(1) kd (3). (4) i (5) [(6): (7)! (8) i (9) i石打i:il
雨戸市示日 RiijjdhblGi51- l-biidiふー:而 1(3-6.8) 
る 1!一 7i 3 i 5 I O! 1 1 3 1 1 1 0 i 21 

計問中 (14.~)1 1(11 ~)!(20~円 ^ i ^ 1 ^ 1(33.~)1 ^ !(1O.~) 
'1 1 1 一一 1 i 21 01 01 01 01 21 O! 

採用してい (42.9引 1(11.1)1(30..0引(33..3)1(50.0)1(40.0)! 1(50.0)1(100.0)1(36.8) 
ない 3 i - 1 1 I 3 I 3 I 1 I 2 I 0 1 3 1 5 I 21 

モの他 " 1_1 f¥ [(10叫 I JC乱~)I包50)| l i(5.3) 
'"' 1 01-1 七 1[ 01 01 11 11 01 O! 

一入吋三J-hfly-!??l?-Ji:l-iJLl!??
計 I(109)) I (10~)1 (1叫(削1(別)1(1叫(109)1(削1(10例( 削

71一 91 10 1 9 1 2 1 5 1 4 16  1 5 1 

注:1. 業種番号 (1)-(10)は，表-21の業種番号を意味する。

2， ()内の数値は，各選択校別の会社構成比(%)を示す。

これまでの全体的概観をもう少し具体化するためにさらに業種別の状況を観

察してみよう。同じ質問に対する業種別の集計結果は表-21のようであり，そ

れを図表化したものが図-17-26である。業種別の集計では，やはり年度によ

って業種別会社数の構成が必ずしも実態に即さないこと，標本数が少数になる

こと，無回答率の動揺などから，集計結果が必ずしも実態を正しく反映しない

可能性が多くなる。年度によって上下の振幅が大きくなり，場合によっては正

確に一定の動向を見定めることが難しくなる。

業種別の図表の全体を見ると，図-13の全体的な傾向と顕著に呉なる状態や

動きを示す業穏はあまりないように思われる。ただ業種(6)， c7 )， (10)は，

集計した標本数が少なし年度によって事情が大きく変化するため，業種間有

の特徴を捉えることが難しいように恩われる。粗っiま。い推定をすれば，これら

の業種は他の業種ほど標準原価計算， r~lでも制度としての標準原価計算が実施

されていないように思われる。もしそうであれば，この点が他の業種とやや違

つ‘てL、る。

その他の業種では，制度外の標準原価計算の構成比，標準原価計算の普及の

動向などにおいて構造的ないしは傾向的な差として大きな講離といえるほどの

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



-198- 第54巻 第 1号 198 

表 -21 tg(i¥UJj¥ iuli HI ~Î の jポ否:業種別

131 >l (引
年

j2i~;ì .ijt，Q: 7'-: セJ!，時間 桁僻機械注'1:機械 l境地 屯辺機器光子機械内動中 世仕可i!!品肥料コ ι
IJl jJ'泊中仙lその世間泣

" 
九将司止に昨

部 ~Hff
1"illh i.: n..' 

区B~~- ，;~U日工iE品川 AJ昭和)制度制!主外ィ、日明 日l 制度|川村~Jlj l ;1 

←一 」一一一一日

175.01 制つ制1j1E0外i 

Jj 110.01 110.01 (1001 l加 122.21 183' 166.71 (100) ! 
2 2 15 20 16 6 n 8 3124 36 

3:: 
136.41 :54.51 11001 U5.41 146.211130.8: 110011150.01 125.01 125.01 11001 124.21 33.31 136.41 (100) 133.31 130.31 133.31 11001 

01 4 6 11 2 61 4 13 116 8 8 32 8 11 12 33 11 10 11 33 

3G 137.51 J625 5) 1100: 110.31 130.81 159.01 11001 142.91 111.41 145.11 11001 125.61 133.31(135.91 11001 128.91 124.41 116.7) 11001 
01 3 B 4 12 23 39 15 4 16 35 10 39 13 11 21 45 

3i 113.01 ( 8.11 113.9; 1100: 117.11 112.21 (63，4) (1001 33.91 IH.31 142.9) 11001 12081 (14.6i 156.31 1100) 131.311<1561 (51.6) 1100) 
3 2 17 23 5 26 41 19 8 24 56 10 幻 48 20110 33 64 

38 18.31 122.21 150.01 11001 124.1¥ ，15.51 156.91 11001 (37.5! 125.011133.31 11001 I却 41{32.'7i 110.81 11001 138.11 120.21 (3571 (lOO) 
3 8 18 36 14 9 33 58 18 12 I 16 48 10 16 20 49 32 17 30 84 

39 121.21 121.21 151.5)111001 122.91 11001 126.11 131.11 140.01 11001 126.51 (11.61 141.11 11001 135.7) 122.91 138.61 1帥i
1 171 33 16 10 12 14 18 45 9 6 16 34 25 16 21 10 

10 : 14.7: (20.61 (6U111100; (お 01{25.0: i(45.01 1100: 142.51 (15.01 135.01 11001 (却7'116.21 110.51 (100) 144.91 120.31 133.31 (1001 
5 221 34 15 15 I 27 60 17 6 14 40 11 6 15 31 31 14 23 69 

11 113.81 124.11 155.211 (1001 138.11 (28.6Jii33，3J (1001 147.11 114.11 133.81 11001 133.31 15.21 145.51 11001 141.81 {17.21 136.21 (1001 
4 161 29 16 12 I 11 42 32 10 23 68 11 5 15 33 26 10 21 58 

12 118.21 (27.31 (50.01 11001 1.43.61 :16.4) :32.71 11001 (46.31 (13.31 141.31 (1001 33.5 121.11 (38.61 09.31 139.81 11001 
12 18 33 66 24 9 18 55 31 10 31 15 15 8 151 38 32 16 33 83 

146.21 
(10301 

43 123.11 (15.41 11帥) 137.51 rtO.4， 119.91111001 (48.51 (21.21 (31.81 68 (43.5) 134.81 121.71 :1001 144.31 124.61 121.91 11001 
3 2 6 13 18 5 23 48 32 14 21 11001 10 8 5 23 21 15 11 61 

66 

140.'71 
110251 (1012) 

" 
133.31 122.2) (1001 125.6) 118.61 160.81 05.21 125.31 81 142.51 120.01 130.01 1100) 143.41 132.51 09.3) 84 

9 6 11 21 11 8 48 12 20 0001 11 8 12 40 36 27 16 (100) 
19 83 

00301 1104.5) 

45 
141.61 ( 9.51 140.5 (1001 136.41 (18.21 140.91( :1001 147.01 115.21 (36.41 68 150.01 (16.11 (338 ，3) fl00) (52.21 125.41 (22.4) 70 
20 4 17 42 16 8 18 1 44 31 !o 24 (100) 12 4 24 35 17 15 (100) 

66 67 

1102.4) 
(32.1

' 16 114~451 '26.21 (1001 147.41 (l3.21 136.81 (1001 159.61 115.81 119.31 11001 141.71 120.81 (33.31 (100' 152.41 126.21 123.81 43 
22 27 M 18 5 14 38 34 9 11 57 10 8 24 22 11 10 (100) 

42 

19 
(31.61 131.61 136.81 :100) 1442l27引

11001 (63.31 111.71 125.01 11001 120.01 120.01 (60.01 !蜘 l(510)(21.61 125.51 (1加)
6 6 7 19 19112112 43 38 7 15 60 3 5 126 11 13 51 

住:1 ( )内の数{出は，各選択技別会社数のWif;北上t(%I(年度思IJ 業純別)を示す J

2" '-Ift Jの数{立を 2つ記載している場合，.仰lはw絞i国待を含t.fi別は市絞間務を除いた会主|数を -rr:ll，ょ
する。

3 制度J. r制度外J，「不採用Jの合員!と 1-;;.1.1 の数仙(2 つ記.~在しである場合は I iill!) との廷は法

~~なし!お上び「問符なし l の会計数にあたる L
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199 わが国における直接原価計算の利用実態(1) -199ー

¥6: 18 191 110) 

窯!Ii セメ 灯ラズ 1):1':イ1山首!主叫線 Jti間金属 食品加 I 水車粘粉酷出
運輸カス ，UjJ 什r'Ji新

同印刷同!~j，川崎そのi由

叶ーヒヌ

制I~ …戸「市長両日j寸一一一制度 制度外 耳、拡11J ;1 山j殴 出l暁タト司;!X;1!l μ 制!皇嗣JI~'外不nml ，:1 

l制28主6) 制(1庄4，3内)司(5、172t81f1j [1j0l 01 122，21 122，21 122，2) 1100) ( 7.i! 130，8) 153，8) 1100) 133，3) 11001 
14 28 49 4 4 4 18 l 4 13 。。 3 

11000) (1001 133，31 (3331 11帥) (36.41 127，31 (31.8) 1100) 125，01 150，01 125，0) 11001 11000: 1100: 。。 4 4 。l 3 8 6 22 2 41 8 。。

(22，2) 133，3) (44，41 (100) 11ω01 1100) 116，71 13331 150，01 1100) 121.41 142，91 135，71 11001 128，6) 157，11 11001 
2 3 4 9 。。 6 6 5 10 15 30 3 6 5 14 。 2 4 7 

(36，41 (63，61 (100) 17，71 (23，11 '69，2) (100) (24，51 (28，61 134，71 (100) (11.41 18.71 :69，61 112，5) 150，01 {}OOI 
4 。 7 11 1 3 9 13 12 14 17 49 4 2 16 4 8 

(20，01 130，0) 135，0) (100) :11.11 (11，11 166，71 (100) {30，21 128，61 (39，71 11001 119，2) 123，11 153，81 1100: 、11.8) 117，61 l却 41 '100' 
4 6 20 l 6 9 19 18 25 63 5 6 14 26 1 3 5 17 

114，31 (57，11 128，61 11001 (1000) (100) (32，0) 12201 142，0) (100) 119，21 123，11 (50，01 1100: 14，3: 42，91 、100'
2 8 4 14 。。 4 4 16 11 21 50 5 6 13 26 。 3 

125，0) (43，81 131.3) (100) (33，3) (66，71 1100) :33.3: :24，61 31.6) 1100) (36.8i 121.1 '42，11 45.5， 100 
4 7 5 16 。 2 3 19 14 18 57 4 8 19 1 。 5 11 

(28.6) (35，71 (28.6) (100) (20.0) (40.0) 140.01 11加) 140，31 (16.7i 143.1: :1001 150，0; (11.l) 138.91 10011:50.01 (16.7) (33，3) 1100: 
4 5 4 14 2 2 5 29 12 31 72 9 2 7 18 1 2 6 

18，31 1 8，3) 166.7) (100) (40.01 (40，01 11001 141.21 ~ 23 . 5 i :29，11 1100: 139，11 (26.11 126.1; '100'1 125，01 125.0) 150.01 11曲)

8 12 2 。 2 5 35 20 25 85 9 6 6 23 2 4 

(印刷 ( 7.11 (42，9) (100) (幻.0)(25.01 (37.5) 11帥) (34.11 122，0) 136.61 11001 (31.3) 125.0) (43.8) 11001 1100.01 {IOOI 
6 14 3 2 3 8 14 9 15 41 5 4 7 16 。。 2 2 

110401 
140，01 112.01 (48.01 26 (1000) (100) 150.01 117.31 126.9) (100) 139.11 (21.1) 139.11 11001 150.01 150.01 11001 
10 3 12 (100) 。。 1 26 9 14 52 9 5 9 23 。 2 

25 

123，1) 123.11 (53.91 11001 (10001 {1O01 135.11 (13.51 148.61 (100) (50，01 1 5.01 140.0) (1001 
3 3 7 13 。 1 。l 13 5 18 37 10 8 20 。 01 21 

(1267) 
112.51 137.5) 150.01 11001 {50，01 125，01 125.01 11001 146.21 113.51 136.51 11001 (60.01 (33.31 (20.0) 19 (37.5) (50.011 (1001 

3 4 8 2 4 24 7 19 52 9 5 3 111001 3 。 8 
15 

、
150.01 150.0) (100) 151.9) {18.51 122.21 :1001 160.01 140.01 11001 

6 o 6 12 14 5 6 27 3 。 2 5 
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図-18 標準原価計鈎の採否:(2)精密機械，産業機械等
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201 わが国における直接原価計算の利用実態(1) -201ー

、。Jノ0， ひ64iC/100，- il  
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10 
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図一目標準原価計算の採否:(3)電気機器，光学機械等
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図-21 襟準原価計算の採否:(5)一般化学，薬品等，
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図一22 標準原価計算の採否:(6)窯業，セメント等
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図-23 標準原価計算の採否:(7)鉱業，石炭等
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図-24 標準原価計!1t{の採否:(8)鉄鋼，金属
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区1-25 標準原価計算の採否:(9)食品加工，水産等
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205 わが国における直接原価計算の利用実態(1) -205-

ものはないのではないか。 どの業種においても，制度外でのみ標準原価計算を

実施する一定の会社が継続的に存在し， また業種によってスiピードが多少異な

るにしても，制度としての標準原価計算は着実に定着化していく傾向がちかが

える。これらを少し精察すれば，業種(1)， (2)， (4)， (8)においては昭和40

年代未にはおよそ45-50%強程度標準原価計算制度が普及するに至っている。

この業種では制度の浸透しはじめるのがやや出遅れ気味で， 昭和30年代中期に

はその普及率は20%以下であったといえよう。なお，業種(1)の昭和49年度，

業種 (2)の昭和35年度，業種 (4)の昭和49年度が特異な動向を示すのは，集

計標本数が少なくて， あまりにも偏った結果が出たものと忠われる。{也の業種

(3)， (5)， (9)では， 標準原価計算制度の普及率は昭和40年代末期に55-65

%程度まで高くなっている。業種 (3)，(9)の浸透のスピードは比較的速く，

業種 (5)はすでに昭和30年代中期から 30労近い比絞的高い普及率を擁してい

といえよう。少くとも調査期間中は概して大型輸送機関，施設，機械等，た，

大型の紛立製品を扱う業種は， 制度化がやや遅れがちな傾向にある。ただ業種

(3)， (5)の特に昭和35年の動向は特;廷であるが， それが何によるのかは明白

でなし、。業種 (9)の昭和 35，36， 45， 46， 49年の急激な動きはやはり集計標

本数が少ないことによるものであろう。昭和46年度はその上に重複回答が多か

ったことによる影響も大きいと忠われる。

結局，業種 (6)，(7)， (10)は別にして，業穏によって標準原価計算制度が

浸透しはじめる時期の後先や浸透のスピードに多少の差は見られるけれども，

大体全般的に標準原価計算:の制度化は進行し， その結果として， 図--13のよラ

な業種全体の概況を呈したといえるのではないか。
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